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【手続補正書】
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【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　目標組織層から所定の形状の軟組織を除去し、それによって、前記目標組織層の２つの
側壁の間に所定の幾何学的形状及び向きを有する適合するチャネルを残すように構成され
て動作可能な医療装置において、
　軸Ｘに沿って延在する同軸の外側細長部材と内側細長部材とを備え、
　前記外側部材が、開口した遠位側と、前方軸方向移動時、前記目標組織層に固着するた
めに構成された第１の遠位部とを備え、
　前記内側部材が、第２の遠位部であって、回転し、前記軸Ｘに沿って前記外側部材の開
口した遠位側を通して突出し、回転および前進する間に前記目標組織層から前記軟組織の
前記所定の形状を切り取り、前記目標組織層にわたる穴として形成された前記チャネルを
作成し、前記外側部材の中に後退するように構成された第２の遠位部を備える
ことを特徴とする装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の装置において、
　前記第１の遠位部が、前記前方軸方向移動時、前記目標組織層の前の少なくとも１つの
他の組織層に貫入するために構成されており、前記第１の遠位部が、
　前記第１の遠位部の遠位端の組織穿刺端であって、前記少なくとも１つの他の組織層と
前記目標組織層とに貫入するように構成され動作可能な組織穿刺先端と、
　前記第１の遠位部の近位側の近位部分であって、前記少なくとも１つの他の組織に貫入
し、前記目標組織層で止まることにより、前記外側部材を前記目標組織内に固着するよう
に構成されて動作可能な近位部分と、を備えることを特徴とする装置。
【請求項３】
　請求項２に記載の装置において、
　前記第１の遠位部が、前記先端が前記目標組織層から遠位に出ないような所定の長さを
有する
ことを特徴とする装置。
【請求項４】
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　請求項２又は３に記載の装置において、
　前記近位部分が前記外側部材のリムであり、前記軸Ｘに沿って前記外側部材の壁の断面
を切り取ることによって形成されている
ことを特徴とする装置。
【請求項５】
　請求項１乃至４の何れか１項に記載の装置において、
　以下の構成であって、
　ａ）前記内側部材が、前記外側部材の前記前方軸方向移動時、前記外側部材に固定的に
取り付けられて、前記外側部材内に収容されている、および
　ｂ）前記外側部材は、前進する軸方向の動きの間、前記第２の組織層内に固着するまで
、手動で移動する、
　構成のうちの少なくとも１つを有することを特徴とする装置。
【請求項６】
　請求項１乃至５の何れか１項に記載の装置において、
　以下の構成であって、
　ａ）回転する間、前記内側部材が、前記軸Ｘに沿って手動で移動して前記チャネルを形
成する、
　ｂ）前記装置が、回転しながら、一定の力の下で前記軸Ｘに沿って前記内側部材を移動
させるように構成され動作可能な一定力可動機構を備える、
　ｃ）前記装置が、前記内側部材を移動させる一定速度可動機構であって、一定の速度で
前記軸Ｘに沿って回転するように構成され動作可能な一定速度可動機構を備える、および
　ｄ）前記装置が、電気モータであって、軸方向に移動し、および／または前記内側部材
を回転させるように構成され動作可能な電気モータを備える、
　構成のうちの１つを有することを特徴とする装置。
【請求項７】
　請求項１乃至６の何れか１項に記載の装置において、
　前記チャネルの作成時に前記目標組織層から切り取られた組織を収集するための空洞
を備える
ことを特徴とする装置。
【請求項８】
　請求項１乃至７の何れか１項に記載の装置において、
　前記内側部材の前記第２の遠位部が、以下の構成であって、
　ａ）その遠位端で開口しており、回転しながら、軟組織に付着して、前記軟組織を切り
取るように構成された丸い刃先を備える、および
　ｂ）回転および前進する間に、軟組織を除去する用に構成されたドリルビットとして構
成されている、
　構成のうちの１つを有することを特徴とする装置。
【請求項９】
　請求項８に記載の装置において、
　前記内側部材の第２の遠位部が、遠位端で開口しており、回転および前進する間に軟組
織に取り付けられて軟組織を切り取るように構成された丸い刃先を備え、
　前記内側部材が、前記長手方向軸Ｘに沿って延在し、その近位側で均一な外径を有する
細長い円形本体を備え、
　前記丸い刃先が、前記外径より小さい第１の直径を有し、
　前記第２の遠位部が、前記遠位端の方へ連続的に減少する外径を有し、
　前記内側部材が、前記遠位端から前記長手方向軸に沿って近位に延在する空洞をさらに
備える
ことを特徴とする装置。
【請求項１０】
　請求項７乃至９のいずれか１項に記載の装置において、
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　前記空洞が、以下の構成であって、
　ａ）前記空洞が、前記軟組織の既定の形状に適合する大きさを有しており、前記軟組織
の既定の形状が、円筒形で、約１．５ｍｍの長さと、約０．１ｍｍ～約０．２ｍｍの直径
とを有する、
　ｂ）前記空洞が、少なくとも切除された組織の長さにおける長さを有し、前記空洞の遠
位端において前記第１の直径よりも小さい空洞直径を有し、当該空洞直径が前記空洞の近
位端に向けて連続的に増大する、および
　ｃ）前記空洞が、少なくとも切除された組織の長さにおける長さを有し、前記第１の直
径と等しい一定の空洞を有し、前記第１の直径が約０．１ｍｍ～約０．２ｍｍの間である
、
　構成のうちの１つを有することを特徴とする装置。
【請求項１１】
　請求項７乃至１０の何れか１項に記載の装置において、
　前記内側部材が、前記空洞の少なくとも一部に沿って内側部材の前記本体の壁に形成さ
れたスリットを備える組織トラッパを備え、
　前記スリットが、ａ）前記内側部材の本体の壁の接線方向の切り込みにより形成され、
前記装置がさらに、前記内側部材と外側部材との間に配置された外側空洞を備える、また
は、ｂ）前記内側部材の本体の壁の半径方向の切り込みにより形成されている
ことを特徴とする装置。
【請求項１２】
　請求項１乃至１１の何れか１項に記載の装置において、
　前記第２の遠位部の前記回転が、時計回り及び反時計回りの往復運動を含む
ことを特徴とする装置。
【請求項１３】
　請求項１乃至１２の何れか１項に記載の装置において、
　以下の構成であって、
　ａ）前記組織穿刺先端が、ランセットとして構成されている、および
　ｂ）前記外側部材の第１の遠位部分が、第１の遠位部の遠位セグメントで滑らかな貫入
を提供し、第１の遠位部の近位セグメントで進行力に対する抵抗を増加させるように選択
された曲線に沿って前記軸Ｘの方向に前記外側部材を切り取ることによって形成されてい
る、
　構成のうちの少なくとも１つを有することを特徴とする装置。
【請求項１４】
　請求項１乃至１３の何れか１項に記載の装置において、
　前記チャネルの前記所定の幾何学的形状が、所定時間にわたって治療された眼の圧力調
整を可能にするように選択されている
ことを特徴とする装置。
【請求項１５】
　軟組織の切断ツールの製造方法において、前記切断ツールが、その遠位端で、第１の直
径の丸い刃先と、前記切断部分から前記切断ツールの長手方向軸に沿って所定の長さにわ
たって延在する空洞とを有する遠位切断部分を備え、且つ、前記所定の長さに沿って一定
であるか、又は近位に増加する空洞直径を備え、前記方法が、
　均一な外径及び内径を有し、少なくとも前記所定の長さに沿って延在する中空円筒をそ
の遠位側で備えるツールを提供することであって、前記内径が前記第１の直径より大きい
、提供することと、
　前記内径及び外径の両方が前記中空円筒の遠位端の方へ減少するような、且つ、前記第
１の直径が、前記内径より大きく、前記遠位端の前記外径より小さいような所定のパター
ンで前記中空円筒の遠位部分を成形することと、
　前記遠位端の前記内径が前記第１の直径に略等しく、前記遠位部分の近位端の前記内径
が前記空洞直径に略等しいように、前記遠位部分に沿って前記中空円筒の内側の薄片を除
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去することと
を含む
ことを特徴とする方法。
【請求項１６】
　請求項１５に記載の方法において、
　前記遠位部分を成形することが、以下の技術であって、
　ａ）スエージング、ｂ）スピニング、および、ｃ）テーパリング技術、
　の技術の１つによって実行されることを特徴とする方法。
【請求項１７】
　請求項１５または１６に記載の方法において、
　前記所定のパターンが、ａ）直線状である、またはｂ）非直線状であることを特徴とす
る方法。
【請求項１８】
　請求項１５乃至１７の何れか１項に記載の方法において、
　前記空洞直径が前記第１の直径に等しい
ことを特徴とする方法。
【請求項１９】
　請求項１５乃至１８の何れか１項に記載の方法において、
　前記切断部分の内側からの前記丸い刃先を鋭利にし、それによって、前記切断部分の近
位端における前記空洞直径が前記第１の直径より小さいことを提供すること
をさらに含む
ことを特徴とする方法。
【請求項２０】
　請求項１９に記載の方法において、
　前記空洞直径が、以下の構成であって、
　ａ）近位に増加する、および
　ｂ）前記空洞の近位側において０．１ｍｍから０．２ｍｍの間である、
　構成のうちの少なくとも１つを有することを特徴とする方法。
【請求項２１】
　請求項１５乃至２０の何れか１項に記載の方法において、
　前記空洞の内面を摩擦低下組成物で被覆すること
をさらに含む
ことを特徴とする方法。
【請求項２２】
　請求項１５乃至２１の何れか１項に記載の方法において、
　前記空洞の所定の長さが少なくとも１．５ｍｍである
ことを特徴とする方法。
【請求項２３】
　請求項１５乃至２２の何れか１項に記載の方法において、
　前記中空円筒の外径及び内径が、以下の構成であって、
　ａ）成型前に、それぞれ約０．３ｍｍ及び約０．１６ｍｍである、および
　ｂ）成型後に、遠位端において、それぞれ約０．２７ｍｍ及び約０．１３ｍｍである、
　構成のうちの少なくとも１つを有することを特徴とする方法。
【請求項２４】
　請求項１５乃至２３の何れか１項に記載の方法において、
　前記中空円筒の前記遠位部分が、前記長手方向軸に沿って約１ｍｍ～約２ｍｍの長さを
有する
ことを特徴とする方法。
【請求項２５】
　回転及び進行しながら軟組織の所定の形状を除去し、それによって、前記軟組織の２つ
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の壁の間に適合するチャネルを残すための切断ツールにおいて、
　前記切断ツールが請求項１５乃至２４の何れか１項に記載の方法に従って製造される
ことを特徴とする切断ツール。
【請求項２６】
　回転及び進行しながら軟組織の所定の形状を除去し、それによって、前記軟組織の２つ
の壁の間に適合するチャネルを残すための切断ツールにおいて、
　長手方向軸に沿って延在し、その近位側で均一な外径を有する細長い円形本体と、
　その遠位端での前記外径より小さい第１の直径の丸い刃先と、遠位に且つ連続的に減少
する外径とを備える前記細長い本体の遠位側の切断部分と、
　前記切断部分から前記切断ツール内で前記長手方向軸に沿って延在する空洞であって、
少なくとも、前記除去された組織の長さの長さを有する空洞と
を備え、
　前記空洞が前記空洞の遠位端の前記第１の直径より小さく、前記空洞の近位端の方へ連
続的に増加する空洞直径を有する
ことを特徴とする切断ツール。
【請求項２７】
　回転及び進行しながら軟組織の所定の形状を除去し、それによって、前記軟組織の２つ
の壁の間に適合するチャネルを残すための切断ツールにおいて、
　長手方向軸に沿って延在し、その近位側で均一な外径を有する細長い円形本体と、
　その遠位端での前記外径より小さい第１の直径の丸い刃先と、遠位に且つ連続的に減少
する直径とを備える前記細長い本体の遠位側の切断部分と、
　前記切断部分から前記切断ツール内で前記長手方向軸に沿って延在する空洞であって、
少なくとも、前記除去された組織の長さの長さを有する空洞と
を備え、
　前記空洞が、前記第１の直径に等しい一定の空洞直径を有し、
　前記第１の直径が、約０．１ｍｍ～約０．２ｍｍである
ことを特徴とする切断ツール。
【請求項２８】
　目標組織層に所定の幾何学的形状を有するチャネルを作成するための方法において、前
記チャネルが前記組織層の２つの側壁の間で延在する穴として形成されており、前記方法
が、
　同軸である、前方軸方向移動時の前記組織層への固着のために構成された第１の遠位部
を備える外側部材と、組織を切り取って除去し、それによって前記チャネルを作成するよ
うに構成された第２の遠位部を備える内側部材とを備える装置を提供することと、
　軸Ｘに沿って前記装置を進めることによって前記装置を前記目標組織層に位置決めする
ことであって、前記内側部材が、前記目標組織層に到達するまで、前記外側部材内に配置
されており、前記外側部材の前記第１の遠位部が、前記遠位部の少なくとも遠位部分が前
記目標組織層内に固着されるように前記目標組織に押し込まれる、位置決めすることと、
　前記外側部材から前記第２の遠位部を回転及び突出させ、それによって前記目標組織層
から組織を切り取って除去し、前記除去された組織を前記装置に保存することによって前
記チャネルを作成することと、
　前記第２の遠位部を前記目標組織層から前記外側部材の前記内部に近位に後退させるこ
とと、
　前記第１の遠位部を前記目標組織層から近位に引き、実質的に前記軸Ｘに沿って前記装
置を体から引き戻すことと
を含む
ことを特徴とする方法。
【請求項２９】
　請求項２８に記載の方法において、
　前記位置決めステップ中、前記外側部材の前記第１の遠位部によって、前記目標組織層
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の前にある１つ又は複数の組織層を貫入すること
をさらに含む
ことを特徴とする方法。
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